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「福井新元気宣言」推進に関する政策合意（全部局） 

 
 
 平成２０年度に「福井新元気宣言」を推進するため、特に各部局長が部局間の

壁を取り払い一致協力して実施する事項を下記のとおりとし、各事項ごとに主

担当となる部局長を決め、関係部局が密接に連絡調整を行いながら責任を持っ

て推進します。 
 
 平成２０年４月 
 

 福井県知事        西 川  一 誠 

 

                    総合政策部長 

 総 務 部 長  大 沢    博   兼 企業局長 筑 後  康 雄 

安全環境部長  品 谷  義 雄   健康福祉部長 小 竹  正 雄 

 産業労働部長  須 藤    治   農林水産部長 吉 田  優一郎 

 土 木 部 長  中 安  正 晃 

 
 

Ⅰ 「新元気宣言」を推進するための２０年度の基本方針 

◇ 「福井新元気宣言」の進化 
・ 常に県民生活の実態把握に努め、学術やビジネスの最先端の知見を活

用して、全国のリーディング政策を立案、実行することにより、「福井新

元気宣言」を進化させます。 

・ 数値目標については、原則として「アウトカム指標」とします。また、

目標数値は、可能な限り上方修正するとともに、新たな目標を追加して、

県民益の向上に全力をあげます。 

 ※ 「アウトカム指標」とは、行政が何を実施したかの観点での指標ではなく、実施したことに

より県民に得られた利益をできるだけ表す指標です。 

 

◇ 重要計画の策定 
・ 「環境」（環境基本計画）、「観光」（観光推進計画）、「農業」（農業・農

村再生戦略）の本年度の重要分野について、今後の政策の基本的な方向、

方針を明らかにする新たな計画を策定します。策定に当たっては、専門

家や関係者の提言、幅広い県民のご意見を反映します。 
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◇ 主要課題の全庁推進 
・ 全庁的に連携が必要な課題について、県の総合力を発揮し、一体的に

推進します。 

・ 「ふるさと貢献（ふるさと納税）」、「ふくいブランドの推進」、「新ふく

い人の招致」の主要課題については、業務発令を受けた各担当部長の責

任において、部局の枠を超え、全庁一丸となって推進、実行します。 

・ 本庁と出先機関との連携を一層強化し、県民の声や現場の状況等を的

確に政策に反映します。また、県の関係団体についても、設立の趣旨に

基づき、本来の機能を十分かつ適切に発揮するとともに、県と一体的、

整合的に事業を行うよう促し、より高い相乗効果を生み出します。 

 

 ◇ 県民生活に関わる社会経済情勢への即時対応 

・ 税財政や保険・医療など国の制度改革、景気動向等を常に注視し、県

民生活に大きな影響が生じないよう対応します。 

 

 

Ⅱ ２０年度の施策 

◇ ふるさと貢献                 【主担当：総務部長】 
   全国から福井への「ふるさと納税」を促進し、制度の提唱県として、

全国をリードするモデル県を目指します。 
 
・ ふるさと貢献の機運を高めるため、県と市町が共動して「ふるさと納

税」制度等のＰＲ活動を行うとともに、寄付の共同受入窓口を設けるな

ど、寄付しやすい環境を整備し、全国のモデルとなる仕組みをつくりま

す。また、ふくいふるさと債を引き続き発行します。 
      

    

 

 

 ◇ ふくいブランドの推進           【主担当：総合政策部長】 
  全庁体制でふくいブランドの発信、観光誘客、県産品の販売促進を一

体的・総合的に進めます。 

 

・ 北京五輪、洞爺湖サミット、ＷＲＯ（ロボット五輪）、全国植樹祭等、

各種イベントに併せた本県情報の発信を強化します。 

ふるさと寄付の件数               全国トップクラスの水準（人口比）
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・ ブランド大使、ふるさと大使、県人会など、県の有する人的ネットワ

ークに加えて、市町、民間の人脈など福井県の総力を結集し、東京・大

阪事務所を最前線基地として、全国メディアを通じてふくいブランドを

発信します。 

 また、「健康長寿の福井」のブランドイメージを高めるため、食品や医

薬品メーカーなど企業とのコラボレーションをさらに発展させます。 

 

 

     

 
 
 
 

 

 

 

 

 

・ 首都圏において、本県の認知度や来訪意向などの調査を新たに行い、

ブランド戦略の効果検証や、地域ブランドのマーケティングに活用しま

す。東京全２３区に働きかけ、様々な交流活動を促進します。 
また、地域のグループ等が首都圏等で行う地域ブランドづくりのための

商品販売、宣伝活動を支援し、全国に通用する地域ブランドに高めます。 

 
 

 
 
 

・ 連続テレビ小説「ちりとてちん」放映の効果を継続させるため、女流

落語選手権を開催し、本県を「女流落語発信の地」として全国に発信し

ます。 
また、ＴＶ番組、漫画など様々な媒体に対する働きかけを強化し、ポ

スト「ちりとてちん」施策を展開します。 
 

 

 

県事業として実施する落語イベントへの参加者       新規 １，５００人 

三大都市圏において福井県に訪れたいと思う人の割合              ５５％ 

          （平成１９年度 ４４．６％）  

県全体でのパブリシティの広告費換算効果（平成１９年度約１１億円）   １１億円 

（うち東京事務所） 

パブリシティ件数（平成１９年度 １９５件）              １９５件 

広告費換算効果 （   〃   ３.６億円）               ３.６億円 

（うち大阪事務所） 

パブリシティ件数（平成１９年度 １７０件）               １７０件 

広告費換算効果 （   〃   １.２億円）               １.２億円 

※パブリシティ ･････ マスコミに対し情報を提供し、記事などに無償で 

           取り上げてもらうこと 

コラボレーション実現数（平成１９年度 １９社）             ２５社以上 
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・ 継体大王即位１５００周年記念事業実行委員会をはじめ関係団体と十

分に意見交換を行い、関係自治体との交流や大王ゆかりの地整備など昨

年度の記念事業の成果を継承、発展させます。 
また、大王を郷土の誇りとして語り継ぐよう、広く県内外から寄付を

募り、継体大王ゆかりの桜１５００本を植樹します。 
 

 
 
 
◇ 新ふくい人の招致             【主担当：産業労働部長】 
   ふるさと福井の魅力を全国発信し、新たに福井へ移住する「新ふくい

人」の招致を一段と進めます。 

 
・ ふくいの魅力や就職、住宅支援情報を、ふるさと暮らし情報センター

（東京）への出展や県定住促進総合サイトなどにより、県外在住のふる

さと暮らし希望者に幅広く提供し、定住サポートセンターが中心となっ

て相談から定住に至るまでワンストップで支援します。 
 
 

 
 

・ 都市住民が農山漁村に滞在し、農作業等を手伝いながら地域の生活や

文化を体験する「“ふるさと”ワークステイ（ラナツアー）」を導入する

とともに、貸出し農地の情報提供や農家・漁家民宿の開業を支援するな

ど、田舎暮らし体験の受入れ体制づくりを推進します。 
 ※ ラナツアー（LaNa Tour）とは、ドイツ語で Landwirtschaft（農業）＋ Natur（自然）＋Tour 

（旅）を表す言葉です。 

 
・ 本県へ移住を希望される方の住まいに空き家を活用するため、市町ご

とに空き家の現地調査を行い、「ふくい空き家情報バンク」への登録を進

めます。また、空き家・空きビルの幅広い活用策について検討を進めま

す。 
 
 
 
 

県民による桜の植樹                   新規 １，５００本 

福井県定住促進総合サイトアクセス数（平成１９年度 ２２，０００件）  ２５，０００件

行政の支援により定住する「新ふくい人」（平成１９年度 １７０人）      １８０人 
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◇ 女性の活躍支援                【主担当：総務部長】 
・ 女性が活躍する社会を実現するため、「女性活躍会議」を開催し、さま

ざまな分野、幅広い年齢層の方からの意見を具体的に県政に反映させま

す。 
 

・ １９年度に開設したふくい女性活躍支援センターの機能を充実するた

め、嶺南地域でのキャリア相談等を実施します。    
また、働く女性のネットワーク会議「ふくい女性ネット」を支援し、

女性の意欲向上を図るための事業を引き続き実施します。 
さらに、企業に対して仕事と家庭の両立や女性登用を働きかけるなど、

「女性活躍社会づくり」を推進します。 
     

 
 
 
 
 

・ 子育てなどで離職した女性の再就職を支援するため、職場復帰に必要

な実務能力の向上を図る訓練を実施します。また、県内企業に働きかけ

て、出産や育児等を理由に退職した女性を正社員として再雇用する制度

の普及促進を行います。 
 
 
 

 
・ 女性起業家のネットワークを活用し、経験豊かな経営者との交流を深

めるなど、起業を目指す女性が抱える課題に対する助言や指導を充実し

て、女性による創業を促進します。 
 
  
 

・ 女性に配慮する診察や医療環境のあり方を９月までに取りまとめ、そ

の内容を県内全医療機関に周知し、女性に配慮した診察を行う医療機関

が増えるよう働きかけます。 
 
 
 

県の支援策を活用した女性の起業数（平成１９年度 １１社）        １０社 

公共職業訓練を受けた女性の再就職数（平成１９年度 ８３人）       ９０人 

再雇用制度を導入している企業の割合（平成１９年度 ７．７％）       ９％ 

ふくい女性活躍支援センター利用者数（センターへの相談、講座等） 

     （平成１９年度 ３３５人／月）            ４００人／月 

女性の活躍を積極的に促進する企業数（平成１９年度 ２２社）      １５社 

※４年間で５５社 

女性に配慮した診察を行う病院または診療所の数（外来数）       ８か所 

            （平成１９年度 ６か所）       （２か所の増） 
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◇ 子育て支援                【主担当：健康福祉部長】 
・ トップランナーとして注目されている本県の子育て支援施策をさらに

レベルアップし、「子育ては福井」の評価を確立します。 
 
・ 子育てに優しい地域社会づくりを進めるため、妊婦や子ども連れ家族

を優先する「ママ・ファースト運動」を県民に浸透させます。また、こ

の運動の一環として、子ども３人以上の子育て家庭等を対象に、協賛店

舗が割引・特典を実施する「すまいるＦカード事業」の普及を図ります。 
 
 

 
・ 市町や事業実施団体と連携して、病児デイケア、すみずみ子育てサポ

ートなどの実施箇所を拡大します。また、市町間の広域利用を働きかけ、

どこでも利用できる環境づくりを進めます。 
さらに、本県が全国に先駆け実施する「すみずみ子育てサポート」を

モデルとして、全国的に新たな子育て支援サービスが創設されるよう働

きかけ、一時預かりや家事援助に対する利用者の負担軽減を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ 子育て家庭の「暮らしの質」を向上させるため、学校、企業、地域、

家庭が協力・連携して「家族時間」（※）を伸ばします。このため、子ど

も連れ家族への割引などのサービス提供、放課後活動定休日の実施、家

族時間の過ごし方の提案や企業による子育て支援の実施を働きかけます。 
「家族時間」の実態やこうした活動の成果を把握するため、本県独自

の統計調査を実施します。 
※ 「家族時間」とは、「子育て中の家族が、話し合い、楽しみ合い、協力し合うため、 

ともに過ごす時間」とします。 

 
 
 
 

子育て中の保護者への「家族時間」に関する統計調査の結果を踏まえ、別途、数値目標を設定 
 
「家庭の日・家族ふれあいデー」への協力店舗数          新規 ５００店舗 
 （子ども連れ家族への割引や粗品提供など、「家族時間」の伸長に有効なサービスを提供する

店舗） 

ママ・ファースト運動協力店舗数（平成１９年度 ７０５店舗）    ８００店舗 

（９５店舗の増） 

病児デイケア（平成１９年度 ９市２町１７施設）          ９市３町１８施設 

                                   （１施設の増）

すみずみ子育てサポート事業（平成１９年度 ９市３町２９か所）   ９市３町３１か所 

                                   （２か所の増）

すみずみ子育てサポート事業延べ利用者数（平成１９年度 ２８，６２７人） ２９，０００人 

子育てマイスターによる子育て相談者数（平成１９年度 １２，５１０人）  １３，０００人 
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・ 家事や育児など家庭での父親の役割を増やし、父母が協力して子育て

を行うようにするため、子育てグループによる父親の子育て力を高める

父と子の交流活動などを支援します。また、父親の子育てを応援する職

場環境づくりを行う企業の普及・拡大を図ります。 
 
 
 
 
 
 

・ 子育て応援プラスワン宣言企業や父親子育て応援企業の普及・拡大を

図り、育児休業や看護休暇の取得など働きながら子育てしやすい職場環

境づくりを進めます。 
 

 
 
 
 
 

・ 結婚を望む男女の縁結びを応援するため、各種団体の協力を得て結婚

相談事業をＰＲし、結婚相談員の縁結び活動を拡充します。また、若者

に対し、自然な形で男女の出会い・交流ができる場を提供します。 
 
 
 

・ 子どもの視点に立って地域住民が進めるキッズデザイン「子どものま

ち」づくりを支援し、子どもが安全で安心してのびのびと遊び、学ぶこ

とのできる環境整備に着手します。 
 

・ 地域の実情に応じて、「放課後子どもクラブ」を実施し、子どもの安全・

安心で健やかな活動場所を確保します。また、市町の実施部局による連

絡会を開催し、情報の共有化を図るなど、放課後子どもクラブの円滑な

運営を推進していきます。 
 
 
 

放課後子どもクラブ実施校区数（平成１９年度 １９１校区）        １９５校区 
（４校区の増） 

一般事業主行動計画策定企業数（平成１９年度 ２９７社）         ３３０社 

 〔従業員１０～２９９人〕                     （３３社の増） 

子育て応援プラスワン宣言企業（平成１９年度 ４３社）           ５５社 

                                  （１２社の増） 

父親の子育て力向上を図る活動への参加人数（平成１９年度末 １，１６１人） １，２６１人

（１００人の増）

父親子育て応援企業の表彰（平成１９年度末 ２１社）              ２６社 

（５社の増）

出会い・交流イベント参加人数（平成１９年度 １，３１０人）     １，４００人 
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・ 交通死傷事故件数が多く、歩行者等の安全な通行を確保する必要性の

高い「あんしん歩行エリア」内の通学路の歩道整備や段差解消を実施し、

安全確保に努めます。 
また、既存の道路の路肩や歩道を有効活用して、自動車、自転車、歩

行者の通行を分離する自転車レーンの整備を行います。 
 
 
 
 
 
 
◇ 食育の推進と食の安全           【主担当：農林水産部長】 

・ 家族や仲間で食卓を囲むことやバランスの取れた食生活の実践を図る

ため、地域や学校において、食育ボランティア活動の活性化を進めます。

また、「食育先進県」として本県の食育を更に発展させるため、「ふくい

の食育･地産地消推進計画」を策定します。 
 
 
 
 

・ 子育て世代の親子等を対象に、保育所・幼稚園や子育て支援センター

等において出前食育講座を開催します。こうした施策により、家庭での

食育と健康づくりのための食生活に関する普及啓発を推進します。 
 

 
 

・ 食の安全・安心を確保するため、食品関連事業者の福井県版ＨＡＣＣ

Ｐ（食品衛生自主管理プログラム認証制度）取得を促進し、食中毒患者

少なさ指数全国上位を堅持します。 

 
 

 

 

 

 

 

講座等受講者のうち、食育を実践する意識を持った人の割合        ９０％ 

食育に関する行動を行っている人の割合（平成１９年度 ５７．５％）      ６０％ 
食育ボランティアの活動回数（平成１９年度 １，１００回）      １，２００回 

あんしん歩行エリア内の整備による安全な通行の確保（平成 19 年度末 31km） ３４ｋｍ 
                                  （３km の増）

自転車レーンの整備による安全な走行空間の確保            新規 ２地区 

福井県版ＨＡＣＣＰ認証施設（平成１９年度 ４５施設）         ５５施設 

（１０施設の増） 

食中毒患者少なさ指数全国順位（平成１９年度１位）           ５位以内 
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・ より安全安心な農産物を生産するため、農薬や肥料の適正使用のほか

栽培出荷時の衛生面にも配慮した生産工程管理（食品安全ＧＡＰ）の導

入を推進し、消費者に信頼される生産履歴情報の提供について充実を図

ります。また、農薬や化学肥料を減らし、より安全安心な農産物の生産

を着実に拡大するため、「ふくいの環境農業推進計画」を策定します。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

◇ 高齢者総合政策の推進           【主担当：総合政策部長】 
・ 高齢者が地域社会に貢献し、いきいきと活躍する健康長寿社会を目指

すため、課題解決プロジェクトチームを設置し、東京大学ジェロントロ

ジー寄付研究部門との共同研究などにより、独自の高齢者総合政策を企

画・立案します。 
 
 
 

◇ 「福井治安向上プラン」の実行       【主担当：安全環境部長】 
・ 地域住民、教育委員会、警察などと協力して、登下校時や帰宅後等の

見守り活動（子ども安心３万人作戦）を活発に展開します。 
また、中学生の安全確保のための体制づくりを推進し、地域の実情に

応じて防犯講習会やパトロール等を実施するとともに、県民が見守り活

動に参加しやすくするため、企業等への働きかけを行います。 
 

生産工程管理に取り組む実践生産者の割合（平成１９年度 ９３％）     ９６％ 

生産履歴情報等開示品目の充実（平成１９年度 ３２品目）        ３４品目 

（２品目の増） 

携帯電話を利用した情報開示品目の充実（平成１９年度 ２４品目）     ２９品目 

                                  （５品目の増） 
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◇ 災害・危機対策              【主担当：安全環境部長】 

・ 市町など関係機関と連携した通信連絡等の初動訓練を実施するととも

に、災害時に防災関係機関が協力して的確に応急対策が実施できるよう、

より高度で実践に即した総合防災訓練や原子力総合防災訓練を実施しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
・ 消防団員の増加を図るため、広報活動などの実施により、女性や大学

生を含む若者を中心に入団を呼びかけるとともに、県職員をはじめ公務

員に対しても加入促進に努めます。 
また、庁内関係課による検討会において新たな加入促進策等の検討を

行います。 
さらに、市・町・消防本部に対して、サラリーマン等が消防団に入団

しやすい環境づくりの一環として災害時や予防など特定の活動や役割を

担う機能別団員・分団制度や、消防団協力事業所表示制度の導入を働き

かけます。 
 

 

 

 

・ 国民保護計画の実効性をさらに高め、国民保護措置が的確かつ迅速に

実施できるよう、国との共同の図上訓練を実施します。また、訓練の成

果は県および市町の国民保護計画や避難マニュアル等に反映します。 
国民保護２４時間体制による緊急情報への対応を徹底し、テレビニュ

ースなどのメディア情報の的確な入手に引き続き努めます。 
 

 

 

・国民保護訓練     実施日  １１月（予定） 

            会 場  県総合防災センター、大野市、勝山市他 

・総合防災訓練     実施日  ９月７日（日） 

            会 場  南越前町 

・原子力防災訓練 

 ①初動対応訓練   実施日  ７月下旬（予定） 

            会 場  福井県庁、高浜原子力防災センター他 

  ②総合訓練     実施日  １０月（予定） 

            会 場  福井県庁、高浜原子力防災センター他 

  ③図上訓練     実施日  ２１年２月（予定） 

            会 場  美浜原子力防災センター 

消防団協力事業所数                       新規 ４０事業所 
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・ 福井地震発生から６０年を迎えるに当り、県民の防災意識を高めるた

め、地震防災セミナーの開催など啓発事業を行うとともに、大規模地震

等の発生を想定した緊急参集訓練を行い、防災に対する県職員の意識強

化を図ります。 

 
 

◇ 地域を支える産業の元気回復        【主担当：産業労働部長】 
・ 農林水産業と商工業の各支援機関が一体となって、新たな農商工連携

事業を支援する体制づくりを進め、具体的な支援の方策について、課題

解決プロジェクトチームを編成し、検討します。 
 

・ 農林漁業者と加工業者・コンビニエンスストア等の商談会を実施し、

新商品の開発を促進します。さらに、事業化可能なものはマーケティン

グアドバイザーを派遣し商品化を支援するなど農商工連携を進めていき

ます。 
 
 
 
 

・ 農業や漁業、伝統産業などの体験や見学を取り入れた新しい旅行商品

の開発を行うとともに、宿泊業者と農業者、漁業者に呼びかけ、宿泊施

設内での朝市開催を進めます。 

 

 

 

 

 

・ 建設業者の新分野進出を支援するため、建設業連合会や産業支援セン

ターに設置されている相談窓口と連携を図り、国、県等の各種支援制度

を建設業者に周知し、利用を促します。 

 

 

 

 

 

 

新商品の販売額（平成１９、２０年度に開発した商品の販売額）    ３，０００万円 

       （平成１９年度 ２，３３１万円） 

加工業との連携による新商品の開発（平成１９年度 １５品目）       １０品目 

旅行会社によるエコ・グリーンツーリズム、伝統工芸体験・見学を含む旅行商品数 

（平成１９年度 １２商品）                     ２０商品 

旅館で開催する朝市の開催回数                   新規 １０回 

建設業者への新分野進出を支援する制度を普及・周知するための説明会の参加者数 

                                   ５００社 

経営革新承認を受けて新分野に進出する建設業者数（平成１１～１９年度累計  ２４社） 

 ５社 
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◇ 「エネルギー研究開発拠点化計画」のステージ・アップ 

【主担当：総合政策部長】 

・ 若狭湾エネルギー研究センターと県内外の大学や研究機関、企業との

共同研究を促進し、県内産業に貢献できるような技術シーズの蓄積を図

ります。 

 

 
 

・ 原子力・エネルギー関連分野において、若狭湾エネルギー研究センタ

ー、工業技術センター、およびふくい産業支援センター等とともに、嶺

南地域の企業が行う研究開発への支援を行い、事業化を推進します。         

 
 
 

・ 県と関西電力が中心となり、県内外からの企業の参加を得て協議会を

立ち上げ、二次電池や燃料電池等の研究開発を進める「福井クールアー

ス・次世代エネルギー産業化プロジェクト」に着手します。併せて、二

次電池や燃料電池など、電力の効率的な貯蔵や有効活用分野での産学官

による実用化研究を積極的に支援するよう国に対して提案します。 

 

 
 
・ 電力事業者等と連携した企業誘致活動を展開し、嶺南地域への企業の

立地を促進します。 
 
 
 

 

◇ 元気な森づくり              【主担当：農林水産部長】 
・ ２１年春に本県で開催される第６０回という節目の大会となる全国植

樹祭について、開催理念を将来に向かって県民が共有し、次の世代につ

なげていきます。このため、県民の参加と協力を得ながら、本県らしい

元気な森づくりやふるさとづくりを進めていく計画の検討を進め、具体

化を図ります。 

 

 

 

県内外の大学や研究機関、企業との共同研究数（新規分）      １０件 

（平成１９年度 １２件） 

原子力・エネルギー関連技術分野での新たな製品化数         ２件 

（平成１９年度 ４件） 

次世代エネルギー産業化協議会（仮称）に参加する企業数        新規 １５社 

第６０回全国植樹祭福井県実施本部の設置                １２月中 

第６０回全国植樹祭実施計画の策定                    ２月末 

嶺南地域における立地企業数（平成１９年 ７社）               ５社 
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・ 身近な名花や名木など自然との触れ合いや自然の恵みを知る「山に入

ろう」、森林資源の循環を促す木づかい運動を進める「みんなで木を使お

う」、地域の誇りとなる美しいふるさとを整備する「花や木を植えよう」

など、県民運動を積極的に展開します。 

 

 

 

 

 

 

・ 県民生活と密接な関係のある「山ぎわ」や小松－福井間の高速道路沿

いにおいて、間伐などの森林整備を進めるとともに、花木や広葉樹を植

栽し、山地災害の防止や美しい森林景観の再生を図ります。 
また、「企業の森づくり」について、さらに幅広い企業の参画を進め

るとともに、国に対しても、森林吸収源対策として、森林整備に参画す

る企業に対する優遇措置を講じるよう働きかけます。 
 

 

 

 
・ 野生動物の適切な頭数調整や防除対策とあわせ、除草活動や間伐など

により「山ぎわ」の見通し改善を実施し、野生動物が里地に近寄りにく

い環境づくりを目指します。 

 

 
 
◇ 新幹線時代を迎える魅力あるまちづくり     【主担当：土木部長】 

・ 福井駅周辺の整備については、福井市や関係者との連絡を密にし、事

業の進捗を県民にわかりやすく伝えます。 

西口駅前広場については、交通結節機能の向上を図るため、電車やバ

ス、タクシー等が乗り入れられるよう広場の拡張整備を進めます。また、

西口中央地区の再開発については、事業が円滑に推進されるよう、福井

市を通じて準備組合を支援していきます。 

東口については、再開発ビルの県民ホールなど、公共スペースのさら

なる活用を図るとともに、東口広場を全国植樹祭の開催時期に合わせて

部分供用が可能となるよう整備を進めます。 

山ぎわにおける森林景観の再生（平成１９年度 ２４０ha）        ２４０ha 
山ぎわを中心とした間伐実施面積（平成１９年度 ５，２２０ha）     ５,２００ha 

山ぎわの見通し改善を行う集落数（平成１９年度 １０５集落）     ２００集落 

（９５集落の増） 

体験の森、フットパスを活用した体験会や林道ウォークへの参加者数 

            新規 １，０００人 

地域活動グループ支援を通じた「ふるさとの森」の整備            ８か所 

（平成１９年度 ９か所） 

公民館等における木工教室の参加者数（平成１９年度 １，６７５人）  ２，０００人 

クリーンアップ＆フラワー大作戦で新たに植栽する花      新規  ２０，０００株 
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・ えちぜん鉄道勝山永平寺線の高架化については、技術面や財源面につ

いて国や関係機関と引き続き協議を行い、都市計画の変更など事業実施

に向けた手続きを進めます。 

 

・ 福井駅西口地下駐車場については、管理運営業務推進委員会を通じて

指定管理者と緊密に連携し、イベントなどによって集客を図るなど、よ

り一層の利用促進策を講じていきます。 

 

 
 

 

 

◇ 都市機能集約型のまちづくり        【主担当：産業労働部長】 
・ 「コンパクトで個性豊かなまちづくりの推進に関する基本的な方針」

に基づき、市町と連携して中心市街地の活性化を図るとともに、大規模

集客施設等の適正立地を進めるため、関係市町に必要な助言を行います。

また、大規模小売店舗に対して、社会的責任に関する行動を求めます。 
 
 
 

 
 

◇ 敦賀港、福井港の利用促進         【主担当：産業労働部長】 
・ 敦賀港については、敦賀市、（社）敦賀港貿易振興会などの関係機関と

連携して、大口荷主等を中心とした県内外の企業に積極的にポートセー

ルスを実施し、外貿コンテナ貨物取扱量を増加させます。 
鞠山南多目的国際ターミナルについては、９月に一部供用開始をする

とともに、本格供用に向けた新たな荷役機械の製作に着手します。また、

港湾関連用地への物流企業の誘致を進め、利活用を促進します。 
さらに、民間活力を活かした新ターミナル管理運営組織の２１年度設

立を目指し、参画予定の企業を加えた設立準備協議会を設けます。 
 
 
 
 
 

新たに内閣総理大臣の認定を受けて中心市街地活性化を進める市町       ４市 

      （平成１９年度 ２市）                （２市の増） 

敦賀港 外貿定期コンテナ航路貨物取扱量（平成１９年 ５，５５５TEU）  ８，０００TEU 

※ ＴＥＵ(twenty-foot equivalent units)：２０フィート（約６メートル）大のコンテナ 

年度内に１月あたりの１日平均利用台数を６００台に向上 

（平成２０年３月の１日平均利用台数 ５０８台） 
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・ 福井港については、埠頭用地の整備を行い、外航貨物取扱区域（野積

場など）の荷役の利便性を高めます。また、県内外の企業に一層の利活

用を働きかけ、取扱品目を増やすとともに、入港隻数を伸ばします。 

 

 

 

 
◇ 自然環境・生活環境の創造        【主担当：安全環境部長】 

・ 「ＬＯＶＥ・アース・ふくい」（地球温暖化ストップ県民運動）を引き

続き展開し、県民が省エネ活動の効果をより分かりやすく実感できる 
「ＣＯ２の見える化」を進めるなど、家庭や事業所での省エネ活動を一

層推進します。 
また、ロゴマークの活用や環境協定の締結による報道機関や事業所と

共動した効果的な普及活動、学校教育の中での地球温暖化防止学習の機

会増加、地球温暖化の現状や対策を研究する大学生等のグループ活動の

支援・活用など、省エネルギーを推進する県民運動の輪をさらに広げま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 「カー・セーブ戦略」と連携し、県内自動車の平均走行距離データを

把握・活用してできるだけ車に頼らない工夫・方策を検討します。 
 
・ 水力･原子力発電所、自然エネルギーなどによる環境への地域の貢献に

ついて、慶應義塾大学と共同研究を実施し、国の財政制度等へ反映させ

るシステムについて提言を行います。 

 
・ 三方五湖を ’６０年代の自然環境に再生することを目指し、湖の水質浄

化につながるシジミやヒシの栽培と商品化など保全と活用を持続的に進

める団体の育成や、水辺生態系の再生に向けた県試験研究機関と県内外

の大学等による共同調査研究体制づくりを進めます。 

環境協定の新規締結事業所数（平成１９年度末 ５事業所）         ７事業所 

                                 （２事業所の増） 

グリーン経営認証取得新規補助事業者（平成１９年度末 ４３事業所）   ６３事業所 

                                （２０事業所の増） 

活動支援研究グループ数（平成１９年度末 ５グループ）         １０グループ 

                                                     （５グループの増） 

福井港 外航船入港隻数（平成１９年 ２０８隻）             ２１５隻 
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  さらに、田んぼを活用して魚類や水鳥の生息環境を保全する地域の自

主的な活動を促進します。 
  また、三方五湖と北潟湖について、福井・石川の両県が協力した湖沼

浄化対策を推進するほか、エコ・グリーンツーリズムや体験メニューの

充実等を図ります。 
 
 
 
 
 
 
◇ 「ふくいランドスケープ構想」         【主担当：土木部長】 
・ 美しい風景を再発見し守り残していくため、市町と連携して「県民が誇

りをもてる景観とその視点場」を年度内に選定します。 
※視点場：眺めを楽しむ場所、あるいは視点が位置する場所のこと。視点は景観を見る人間

自体であり、視点場は視点である人間が位置する場所を指します。 

 
・ 景観づくりに積極的な市町が行う景観計画の策定を支援します。 

 
 
 

 
・ 福井市景観審議会に参画し、夜間景観ガイドラインの策定を支援しま

す。さらに、策定されたガイドラインに沿って、市や民間団体などと連

携し、道路照明のオレンジ色化や施設のライトアップなどを進めるとと

もに、夜間の散策コースを設ける試行を展開します。 
 
 
 
 
 
 
 

・ 良好な景観の妨げとなる屋外広告物に対する規制基準を見直すため、屋

外広告物審議会において検討を行い、屋外広告物条例の改正手続きを進め

ます。 
 

保全と活用を一体的に行う団体の育成（平成１９年度末 １団体）      ２団体 

                                                   （１団体の増） 

田んぼを活用した生息環境保全を地元が自主的に行う箇所               ４か所 

                 （平成１９年度末 ２か所）    （２か所の増） 

景観計画を策定する市町数（平成１９年度末 ３市町）          ５市町 

                         （２市の増：坂井市、永平寺町）

新たなライトアップ施設    復元された御廊下橋、幸橋の親柱（※）、木田橋、泉橋 

道路照明のオレンジ色化（平成１９年度末 ５．４ｋｍ）       ５．９ｋｍ 

（０．５km の増：裁判所～福井大仏前） 

※ 親柱：橋の四隅に立つ柱
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・ 新たに設置する道路標識等については、信号柱や照明柱など標柱を共有

化し、集約化を図ります。また、既存の標識の背面利用や表示板の併設等

により、景観を阻害している標識等を減少させます。 
電柱など道路占用物件について、市町の景観計画で定める配慮区域にお

ける色彩・形状等の許可基準を強化し、景観に配慮した占用物に順次切り

替えます。また、福井駅付近のエリアを重点に電線類の地中化を推進しま

す。 
 
 

 
・ 土砂採取などによる山の切り崩しについて、砂防や土採取など各法令

等に基づく審査対象を拡大するとともに、建設残土、河川等の浚渫土の

公共工事間での再利用、民間公募を拡大し、景観に影響を及ぼす開発を

抑制します。 
また、開発関連要綱等を改定して跡地の緑化を進めます。 

 
     
 

・ まちづくりと一体となった河川空間の整備を進めるため、幸橋橋詰広

場の整備、足羽川河川敷を活用したサイクリングロード・遊歩道、河川

公園等の整備を行います。また、堰の設置により親水環境を改善します。 
さらに、福井市等と協力して、約１．４ｋｍの桜堤を整備し、桜並木

の景観を再構築します。 
 
     
 

・ 「ふくいの伝統的民家」の認定を進めるとともに、伝統工法の技能を

次世代に継承するため、新たに棟梁講座を開催し、若手の人材育成を支

援します。 
また、伝統的民家や歴史的建造物、県指定文化財の保全・改修に対す

る支援を関係市町とともに行います。 
 
 

 
 
 

ふくいの伝統的民家認定件数（平成１９年度末 ２７３件）        ４２０件 

                                （１４７件の増）

標識の背面利用や表示板の併設等による標識等の減少           １５か所 

開発関連要綱等の改定により切り崩された山肌の緑化       １０月から実施 

足羽川の両岸の遊歩道を年度内に整備し散策等で活用 １２ｋｍ（右岸 6km、左岸 6km）
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・ 街なみ環境整備計画に基づいて市町が実施する、建物の外観の改善、

道路や水路の改良等に対し、適切な助言を行い、良好な事例を紹介する

などの支援を行います。また、歴史的建造物の整備・保存について文化

担当部門と連携して進めます。 
 
 
    

・ 自然豊かで美しい里地里山の保全・活用を図るため、里地里山の保全・

活用の意義を伝える講座等を開催するとともに、地域住民による計画づ

くりなどを支援し、地域の主体的な保全・活用を促進します。 
 
 
 
 
◇ 県政のレベルアップ              【主担当：総務部長】 

・ 県民に必要な情報が適時・適切に伝わるように、報道機関へ積極的な

情報提供を行います。 
また、親しまれる県政広報とするため、広報番組等への幅広い層の県

民参加を促進するほか、県民の県政広報への満足度を高めるために、ア

ンケート調査による検証を行いながら、広報内容の充実を図ります。 
さらに、第６０回全国植樹祭開催に向け、県民運動の高揚を図るため

に、計画的・効果的な広報を行います。 
        

    
 
・ 県と市町が連携して、地域の課題を踏まえ、魅力ある地域資源を活用

した「市町振興プロジェクト」を推進し、全国に発信できる地域づくり

を進めます。 
      

報道発表（資料提供等） （平成１９年度 ２，４２６件）      ２，４００件 

「市町振興プロジェクト」の策定件数（平成１９年度 ７件）        ５件 

里地里山の保全・活用を行う地区数（平成１９年度末 ２地区）     ４地区 

                               （２地区の増） 

街なみ環境の改善が図られる地区数                ２地区 

     （坂井市三国町湊町地区、大野市城下町地区） 
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○ ４年間の目標数値 

今後４年間の施策を通じて次の目標の実現を目指します。 

指標名 １８年度の現状 １９年度の現状 
２２年度末 

までの目標 

女性の活躍を積極的に促進

する企業数 
― ２２社 

４年間で 
５５社実施 

女性に配慮した診察を行う

病院または診療所の数 
４か所 ６か所 １５か所 

放課後子どもクラブ実施校

区数 
１８４校区 １９１校区 ２０８全小学校区 

すみずみ子育てサポート事

業利用者数 
２３,０００人／年 ２８,６２７人／年 

２８，０００人⇒ 

３０,０００人／年 

ママ・ファースト運動協力

店舗数 
― ７０５店舗 １，０００店舗 

一般事業主行動計画策定企

業数（従業員１０～２９９人） 
２５３社 ２９７社 

３３０社 

⇒４００社 

出会い・交流イベント参加

により出会いの機会を得る

人数 

７７０人／年 １，３１０人／年 
１，２００人⇒ 

１，６００人／年 

歩行者等の安全な通行を確

保する必要性の高い「あん

しん歩行エリア」内の歩道

整備延長 

累計２８ｋｍ 累計３１ｋｍ 累計４０ｋｍ 

食育に関心のある人の割合   ７７％ ８５．６％ ９０％ 

福井県版ＨＡＣＣＰ認証施

設の増加 
３０施設 ４５施設 ７５施設 

民間事業者等との防災協定

数 
２３社 ４７社 ３５社⇒５０社 

共同研究等により創出され

る原子力・エネルギー関連

技術分野の新製品数 

（１件） 

（平成17～18年度）
４件 ４年間で１０件 
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指標名 １８年度の現状 １９年度の現状 
２２年度末 

までの目標 

嶺南地域に新たに立地する

企業数 

（１５社） 

（平成17～18年） 
７社／年 ４年間で２０社 

全国植樹祭および県民運動

等への県民の総参加 
（２．８万人／年） ４．６万人／年 

４年間で１５万人 

⇒１６万人参加 

「山ぎわ」対策により鳥獣

被害を防止する集落数 
－ １０５集落 ４００集落 

コンパクトシティを目指

し、郊外での大規模集客施

設立地を規制する市町数 

－ ５市 ６市町 

敦賀港の外貿定期コンテナ

数 

８,１０４ＴＥＵ

／年 

５，５５５ＴＥＵ／

年 

１５,０００ＴＥＵ

／年 

福井港の外航船入航隻数 １９２隻／年 ２０８隻／年 ２２０隻／年 

三大都市圏で福井県に訪れ

たいと思う人の割合 
３８.４％ ４４.６％     ７０％ 

福井で新たな生活を営む
「新ふくい人」（Ｕターンセンター

等を通じて福井へ移住する者） 

（９９人／年） （１７０人／年） 
４年間で５００人 

⇒７４０人 

温室効果ガス排出量の削減 
平成２年度比で 

 ４.８％増 

平成２年度比で 

 ５.３％増 

平成２年度比で 

   ３％削減 

環境協定の新規締結事業所

数 
２事業所 ５事業所 １０事業所 

三方五湖周辺地域で地元が

魚類や水鳥の生息環境保全

を行う箇所数 

１か所 ２か所 ５か所 

里地里山の保全・活用を行

う地区数 
 １地区 ２地区  ３地区⇒８地区 

ふくいの伝統的民家認定件

数 
１３０件 ２７３件 ７００件 

「市町振興プロジェクト」

の策定件数 
― 

７件 

（７市町） 

１７件 

（全市町） 

（※）は、「新元気宣言」に記載のある目標数値
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 課題解決プロジェクトチーム           ２０年４月現在 
チーム名 概  要 リーダー 

高齢者総合政策企画

チーム 

東京大学ジェロントロジー寄付研究部門との共同

研究等による本県独自の高齢者総合政策の企画提

案 

総合政策部企画幹 

森阪 輝次 

車の適正利用推進チ

ーム 

自動車の走行距離データの活用や環境にやさしい

速度での走行を通じて、車社会の福井における環

境配慮型の車利用を推進するための工夫・方策を

検討 

安全環境部企画幹 

伊藤 敏幸 

「笑いと健康」推進チ

ーム 

健康づくりやゆとりある生活を実現する観点から

「笑い」を取り入れた活動が県民に普及定着する

ための方策を検討 

健康福祉部企画幹 

林 雅則 

農商工連携推進チー

ム 

新たな農商工連携事業を支援する体制づくりを進

め、具体的な支援の方策を検討 
産業労働部企画幹 

江川 権一 

子ども農山漁村交流

推進チーム 

小学生の農山漁村での長期宿泊体験活動を推進す

るための方策を検討 
農林水産部企画幹 

石塚 博英 

スポーツふくい基金

チーム 

生涯スポーツの応援と世界に通じる競技力の向上

を目指す「スポーツふくい基金」の創設等につい

て「国体検討懇話会」の議論を踏まえ検討 

教育庁企画幹 

伊藤 惠造 

※ 今後、必要に応じ設定します。 

 

  参 考  


